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Factors Affecting Japanese University Students’ Motivation to Study Abroad
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Genki KOBAYASHI（Graduate School of International Cooperation Studies, Kobe University）

要　　旨

　本稿の目的は，日本人大学生の短期留学志向の形成要因を明らかにすることである。個人の留学志向
の社会的選抜性に関しては，海外事例を中心に一定の先行研究の蓄積があるが，日本人を対象とする研
究では特定の大学にサンプルが限られており，「日本社会において誰が留学を志向しているのか」という
全体的な問いはまだ十分に検討されていない。そこで本稿は国内の大学生が実践する短期留学に分析対
象を定め，大規模な全国統計調査の個票データを用いて二次分析を行う。学生の出身家庭の社会経済的
要因や所属大学の入試難易度の効果，就職達成に対する不安感の有無を考慮に入れて，留学志向を規定
する要因を検討した。その結果，世帯年収の効果に加え，所属大学の入試難易度や就職不安のメンタリ
ティーの効果が有意に存在し，それらが複合的に関連しながら短期留学の意欲や機会を形成していくメ
カニズムの存在が示唆された。
［キーワード：日本人大学生の海外留学，社会的選抜性，社会階層，学力，就職不安］

Abstract

The purpose of this paper is to reveal the factors that affect the motivations of Japanese university students 

to engage in short-term studies abroad. Although, there has been some prior research mainly on overseas 

cases that have examined the students’ orientations for studying abroad related to social selectivity, the studies 

analyzing Japanese youth, were limited and collected at a specific university. Therefore, this study used a large-

scale national statistical survey data on university student life to consider the factors that affect the orientations 

to studying abroad, such as the students’ family background, the university’s academic ranking, and employment 

anxiety. Results showed that factors of students’ family income and universities’ ranking also affected students’ 

expectations for short-term studies abroad. Moreover, the students’ level of employment anxiety also had 

effects. These analyses confirmed that the opportunity and incentive for short-term studies abroad are formed 

in a complex manner based upon these factors. 

［Key words: Japanese university students study abroad, social selectivity, social class, academic achievement, 

employment anxiety］

１．課題の設定と研究の目的

戦後から 20 世紀末に至るまでの日本の留学政策は，外
国人留学生の〈受け入れ〉がテーマの中心であった（大西， 
2008）。しかし，1990 年代から続く国内経済の停滞や，世
界経済の構造的変化にともなう労働環境の変化を背景と
して，グローバル化した市場で活躍可能な人材が産業界
から要請されることになる。2007 年に産学の横断的課題
について議論を行う「産学人材育成パートナーシップ」
が経産省主導で創設され，人材育成方針の課題の１つと
して「グローバルな視点による人材の育成」が提示され
た（産学人材育成パートナーシップ， 2009）。これを受け

て設置された「グローバル人材育成委員会」による報告
書では，「海外への学生の送り出し」がグローバル人材の
育成に効果的な手段として位置づけられており（グロー
バル人材育成委員会， 2010），ここに国内大学が産官の
バックアップを受けながら日本人学生の海外留学を促進
するという構図が生まれる。2008 年度は 20 億円だった
大学のグローバル化に関する政府補助金事業の予算は，
2012 年度には 103 億円まで増額され，以降 2017 年に至
るまで 100 億円前後で推移している（正楽他， 2017）。な
かでも，文科省の「大学の世界展開力強化事業」や「グ
ローバル人材育成推進事業」，日本学生支援機構の「留
学生交流支援制度（海外留学支援制度）」や「官民協働
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海外留学支援制度～トビタテ！留学 JAPAN日本代表プロ
グラム～」など，日本人学生の海外留学を促進する政策
が多く展開されてきた。これらの政策状況を背景に，日
本国内の高等教育機関に在籍する学生の海外留学者数
は，30,362 人（2009 年度）から 96,641 人（2017 年度）
へと三倍以上の伸びを示している（文部科学省， 2017b）。
このように国家政策として支援される海外留学は，個
人に異文化間能力や外国語運用能力，学業成績，社会性
や人としての成長，キャリア・エンプロイアビリティ（雇
用され得る能力）など様々な能力の向上をもたらし，年
収の上昇にも影響するなど，その効果に関して国内外で
多くの実証研究が蓄積されてきている（横田他， 2018）。
一方で，留学が個人に様々な利益をもたらすものであ
り，任意に選択される教育制度であるがゆえに，留学機
会は誰に開かれており，誰に開かれていないのかという
関心から，留学参加の規定要因や社会的選抜性（social 

selectivity）に関する実証研究も一つの領域を形成してい
る。第 3章で詳述するように，それらの研究では若年層
が置かれているカテゴリカルな社会経済的条件と留学行
動の因果関係が検証されており，いくつかの国の事例に
おいて留学機会の格差構造が報告されている。しかしな
がら，日本人若年層の留学志向の規定要因に関して，こ
のような社会的選抜性を問う視点から，総合的なデータ
を用いて分析した研究はほとんどみられない。特定の教
育機関内におけるケーススタディは散見されるものの，
「日本社会において誰が留学を志向しているのか」とい
う全体的な課題はほとんど明らかにされていないといえ
る。
また，このことは同時に，巨額の国家予算を投じて行
われてきた海外留学促進政策における，正確な現状認識
やエビデンスの欠如を意味している。吉田（2014）がす
でに指摘しているように，グローバル人材の育成という
企業の課題は，日本人の英語力の不足と若者の内向き志
向という危機意識を経由して，社会や国家，そして大学
の課題へと転換されてきた。このうち，若年層の内向き
志向（海外への関心を低下させている）という現状認識
は，海外留学者数が減少する原因を若者の一面的なメン
タリティーの問題としてとらえているため，「海外留学
することが当たり前という認識」へと「学生等の意識改
革を進め」，「留学機運の醸成」につなげることで留学者
数が増加するという前提に立つ（内閣官房他， 2014：9）。
しかしながら，ここには，若年層の海外留学に対するメ
ンタリティーを規定する要因は何か，というカテゴリカ
ルに現状を把握する視点が欠けているのである。
以上の問題意識を背景に，日本国内での社会的選抜性
を問う視点から，若年層の留学志向の形成要因について
統計分析の手法を用いた量的な検討を行い，日本社会に
おいて海外留学が意欲・経験されていくメカニズムの一

端を明らかにすることが本稿の目的である。

２．分析対象

日本人海外留学生数の主要な統計は，OECDや各国の
担当機関が公表する数値を文科省が独自に集計する
「OECD等による統計」と，日本学生支援機構が日本国
内の高等教育機関を対象に行う全数調査にもとづいた
「独立行政法人日本学生支援機構の調査による状況」の
二種類が公表されており，それぞれの統計が補足してい
る留学行動は大きく異なる。小林（2017）は，主に前者
が学位取得目的の 1年以上におよぶ〈長期留学〉，後者
が国内大学生を中心に単位取得や語学学習等を目的とし
て数週間から 1年以内の期間で実践される〈短期留学〉
の留学者数動向を示していることを指摘している（1）。両
者は留学の目的や期間が異なり，必要なコストや得られ
る成果も異なるため，海外の先行研究においても両者の
区分は留意されている（例えば King et al., 2011）。
図1に示した長期留学と短期留学の動向をみてみると，
近年において短期留学者数が急増しており，2012 年には
長期留学者数を逆転している。しかしながら，現在の日
本社会において最もポピュラーな留学形態であるにもか
かわらず，短期留学の量的な実態や規定要因は先行研究
においてほとんど明らかにされていない。本稿では，国
内大学に進学した学生が実践する〈短期留学〉に分析対
象を定め，大学生間の短期留学志向の有無を規定する要
因について検討していく。

３．先行研究の検討と作業仮説の設定

3.1　出身家庭の社会経済的背景
短期留学が母国での高等教育のオプションとして選択
される教育活動であり，原則的には追加費用を要するこ
とから，留学参加機会の社会的選抜性を問う研究が第一
に変数として想定するのは，出身家庭の裕福さや親の学
歴，職業などの社会経済的要因である。
米国のリベラルアーツカレッジで短期留学規定要因を
調べた Salisbury et al. （2009）では，各種奨学金の受給状
況を代理指標とした出身世帯の収入状況と親の教育年数
が短期留学志向を有意に規定していた。また，オースト
リア，ベルギー，イタリア，ノルウェー，ポーランド，
英国各国の 28 歳以下の大学生を比較分析した Van Mol & 

Timmerman （2014）では，親職業の階級分類による家族
の社会経済的条件（Family Socioeconomic Status）が短期
留学志向に与える影響を調べており，ベルギーにおいて
のみ有意性がみられた。その理由として，オーストリア，
イタリア，ポーランド，英国では高等教育入学段階での
選抜性が高いため選抜後の母集団における社会経済的条
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件差の有意性が見られないこと，ノルウェーはこれらの
4か国と比較して例外的に高等教育への敷居は低いが，
学生に対する公的な経済支援制度が充実しているため 

親に対しての経済的依存度が低いことが指摘されてい
る。英国の大学生のエラスムス計画に基づく短期留学の
規定要因を分析した Higher Education Funding Council for 

England（以降，HEFCE）（2009）においても，同様に親
職業の効果が認められる。さらに，フランスとイタリア
の大学 3年次終了段階の学生を対象に短期留学経験の規
定要因を検討した Di Petro & Page（2008）では，親の学
歴と職業が変数に加えられており，イタリアにおいて親
学歴の効果が確認されている。
続いて，国内大学生による短期留学の規定要因につい
て計量分析を行った事例を検討してみると，愛知県内の
私立大学 2校の学部生（松原他， 2008）や，京都大学の
学部生・大学院生（河合・野口， 2010）を対象としたい
ずれの先行研究においても，出身家庭の社会経済的背景
は有意性を持つ要因として検出されていない。しかし，
これらの研究はサンプルが特定の大学に限られ，ケース
数も 200 から 500 と少数のため，得られた知見は調査対
象の大学における傾向性として把握されるものの，それ
らを国内大学生全体の留学志向を規定する要因として敷
衍することはできない。本稿の分析においては，国内の
国公私立大学の学部生を対象とした総合的な調査データ
を用いることによってデータの限定性を克服する。
出身世帯の社会経済的背景のうち，本稿で着目するの
は「世帯収入」「父親職業」の二点である（2）。Salisbury et 

al.（2009）や HEFCE（2009），Van Mol & Timmerman（2014） 
の知見をふまえれば，出身家庭の世帯収入が多いほど，
さらに高い職業階層の父親をもつ学生ほど短期留学志向
が高いことが想定される。

3.2　本人の所属大学要因
文部科学省が海外留学支援の趣旨として「意欲

0 0

と能力
0 0

ある全ての日本の若者」を支援すると謳うように（文部
科学省ウェブサイト），海外留学を実現するためには，
意欲のみならず一定の能力が必要とされる。短期留学に
おいて求められる能力とは，語学留学であれば外国語能
力であり，単位取得留学（credit mobility）であれば外国
語能力を前提として留学先で行われる教育内容を理解す
るための学力である。海外の先行研究でも学力要因が検
討されており，フランスとイタリア，英国の大学生のケー
スでは中等教育段階での学力が短期留学志向に有意に影
響していた（Di Petro & Page, 2008; HEFCE, 2009）が，
米国リベラルアーツカレッジの事例では有意ではなかっ
た（Salisbury et al., 2009）。国内において中等教育段階の
学力の影響を調べた先行研究は管見の限り見当たらない
ため，本稿では学力階層が短期留学志向に与える影響に
ついても明らかにしたい。
日本国内の大学生の学力は，大学入試選抜が機能して
いるという前提に立てば，大学の入試難易度の序列によ
り階層化されているはずである。また，高学力の学生が
集まる大学は一般的に海外協定校との交流の歴史が長
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れる（Yonezawa, 2014）点を考えれば，銘柄大学の高学
力の学生は逆に短期留学を志向しない可能性もある。加
藤・久木元（2016）も，高学力階層の若者はグローバル
人材を目指す動機が低いと主張している。この点も考慮
し，銘柄大学への所属が短期留学志向を低下させる可能
性についても検討したい。

3.3　大学生の就職不安
先行研究では十分に検討されていないが，冒頭に述べ
た海外留学促進政策において「企業採用担当の 62.1％が
留学経験者を積極採用意向」（文部科学省， 2017a）と PR

する文章に表れているように，短期留学は大学生の就職
達成に対するメンタリティーと密接に関連することが考
えられる。山﨑（2000）は，現代の若年層がおかれてい
る〈家族―学校―職業社会〉の社会的移行システムと，
その結果として醸成される制度的リアリティについて，
ベックの「個人化」「リスク」概念を用いて次のように
説明する。「現代社会においては，個人は，家族や階級
などの仲介なしに制度（教育制度や労働市場など）と直
接向き合い，（中略）制度との関係で生じるさまざまな
リスク
0 0 0

（中略）を，個人レベルで引き受けることが強制
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

される
0 0 0

。」（山﨑， 2000：255-256， 傍点部は筆者による。）
このように，個人レベルでリスクと向き合わなければ
ならない大学生は，多かれ少なかれ就職達成に対する不
安を抱えることになる。そして，就職達成の不確実性と
短期留学という教育投資の関係を考えた場合，短期留学
は就職未達成というリスクに対する回避行動でありなが
ら，同時に海外留学そのものがリスクになる可能性をも
内包する。すなわち，就職採用市場において，短期留学
で得られた成果（高い語学力や国際的な環境で困難を乗
り越えた体験など）が高く評価されるのであれば，就職
活動において失敗するリスクは低減する。一方で，太田
（2013）において短期留学の阻害要因のひとつが就職活
動の早期化と長期化にあると指摘されているように，逆
に留学によって就職活動の準備が十分にできず，就職失
敗リスクが高まることも考えられる。例えば大学生によ
る 1年間の海外留学のケースだと，3年次の秋から 4年
次の夏までが典型的な留学期間となるが，同時期には国
内企業による新卒一括採用を前提としたインターンシッ
プや会社説明会，エントリーシートの受け付けが始まっ
ており，場合によっては採用面接自体が受けられないこ
ともあるという（『朝日新聞』2017年10月2日）。したがっ
て，「就職不安を抱える学生ほど海外留学を志向する」 
「就職不安を感じない学生ほど海外留学を志向する」と
いう両方の可能性を想定したい。

3.4　性別・所属学部
その他，先行研究において短期留学に対する有意な影

響が確認されている変数として，性別と所属学部（専攻）
が挙げられる。性別に関して，米国のリベラルアーツカ
レッジ，イタリアや英国の大学での短期留学をより多く
実践するのは女性であり（Salisbury et al., 2009; Di Petro 

& Page, 2008; HEFCE, 2009），日本においても同様の傾
向がみられる（竹田， 2013）。また，大学での専攻分野に
関して，米国リベラルアーツカレッジにおいては社会科
学分野や専攻分野未定の学生がより短期留学を実践する
という（Salisbury et al., 2009）。本稿においてもこれらの
変数が短期留学志向を規定する可能性があるため，統制
変数として用いることとする。

3.5　作業仮説
これまでの作業仮説をまとめると以下のとおりであ
る。
仮説①： 出身家庭の世帯収入の高さは子の短期留学志向

を高める。
仮説②： 父親の職業階層の高さは子の短期留学志向を高

める。
仮説③： 子の所属大学の入試難易度の高さは短期留学志

向を高める。
仮説④：子の銘柄大学への所属は短期留学志向を低める。
仮説⑤ a：子の就職不安の高さは短期留学志向を高める。
仮説⑤ b：子の就職不安の高さは短期留学志向を低める。

４．データと変数設定

本稿で使用するのは，全国大学生活協同組合連合会が
2014 年 10 月～ 11 月に実施した「第 50 回学生の消費生
活に関する実態調査」の個票データ（4）である。全国大
学生活協同組合連合会は，1963 年から全国の大学生（生
協会員）を対象として大学生活に関する質問紙調査を
行っており，2014 年の調査では海外留学の経験や希望に
関する質問項目が含まれている。調査対象は大学生協を
設置する日本全国の大学からランダムサンプリングで抽
出され，郵送留め置き法で行われた。2014 年調査では
88 生協 84 大学の学部 1～ 4 年生 18,926 人の回答が得ら
れた（回収率 30.4％）。このうち，分析に用いる変数に
欠損値のあるケースに対してリストワイズ削除を行い，
最終的に残った 9,471 ケースを分析対象とする。
なお，本調査の対象は大学生協を設置する大学に限定
される。大学生協の設置大学は 2016 年段階で 205 大学
であるが，多くは学生数の多い中・大規模校であり，後
に示す記述統計において入試偏差値の平均値が 50 以上
であることからもわかるように，それらの大学は相対的
に入試難易度が高い傾向にある。したがって，ここから
得られた分析結果は国内全大学の実態を完全に代表する
ものではない点については留意が必要である。しかし，
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日本人大学生の短期留学志向の形成要因

国内の大学生を対象とした先行研究の調査データが 1～
2 校に限られていたことを考慮すると，本調査のデータ
が本稿の目的において非常に貴重である点に変わりはな
い。
分析に使用する各変数のコーディングを表 1，分析対
象者の概要を表 2，記述統計を表 3にまとめた。従属変
数に関して，在学中の大学生を留学経験者と未経験者に
二分して設定した場合，調査時点では留学していないが
大学在学中に高い確率で留学することになる留学予定

0 0

者
が留学未経験者と同列に扱われてしまう。そこで，Di 

Petro & Page（2008）での分析方法を参照し，留学経験
者と予定者まで含めた「留学経験（予定）」群を設定する。
さらに，留学経験（予定）群に留学を希望しながらも実
現の見込みがないケースを含めた「留学希望」群を設定
し，留学経験（予定）と留学希望の有無を規定する要因
に着目しながら分析を進める。
独立変数について，所属大学の効果変数である偏差値
データは『2015 年度大学入試代ゼミデータリサーチ』か

ら得たものであり，個票データの特性上具体的な学部名
まで特定できないため，全学部の平均値として算出して
いる。また，どの大学が銘柄大学かというグルーピング
については諸説あり，先行研究における共通見解は存在
しない（平沢， 2011）。本稿では入試難易度によって銘柄
が形成されるという平沢の見解を採用する。偏差値順に
度数分布が均等になるように，大学ランクⅠ群からⅣ群
の 4つのダミー変数を作成し，Ⅱ群を基準カテゴリとし
て投入する。偏差値が 61.5 ～ 69.3 のⅣ群は，旧帝国大
学を中心とする国立大学や「早慶上智」「関関同立」な
どと銘柄的に呼称される私立大学で構成されており，平
沢（2011）等の先行研究における銘柄大学とほぼ重複す
る。
また，父親の職業に関して，ベルギーにおいて短期留
学志向に対する父職の有意性が確認された Van Mol & 

Timmerman（2014）を参照し，上層ノンマニュアル（経
営管理専門職）を１つのダミー変数にまとめる。

表 1　変数の設定

留学経験（予定）群ダミー 大学入学後の留学経験「ある」=1，「ない」=0。さらに，留学経験なしのケースについて、在学中の留
学予定「必ずする」「留学すると思う」=1，「留学したいができないと思う」「留学したいと思わない」
「わからない・考えたことがない」=0。

留学希望群ダミー 大学入学後の留学経験「ある」=1，「ない」=0。さらに，留学経験なしのケースについて、在学中の留
学予定「必ずする」「留学すると思う」「留学したいができないと思う」=1，「留学したいと思わない」
「わからない・考えたことがない」=0。

女性ダミー 女性 =1，男性 =0。
文系学部ダミー 文系学部 =1，理系・医歯薬系学部 =0。「どちらでもない」は少数であったため欠損値とした。
世帯年収 父母それぞれの年収の金額帯について選択する形式のため，金額帯の中央値を合計して算出した。
父職上層ノンマニュアルダミー 父親職業「公務員管理職」「中小企業に勤務する管理職及び役員」「大企業に勤務する管理職及び役員」

「中小企業経営者」「自由業」=1，その他 =0。
大学ランク 大学偏差値の度数分布が均等になるよう，大学ランクⅠ群（39.8-53.4），大学ランクⅡ群（53.5-57.5），

大学ランクⅢ群（57.6-61.4），大学ランクⅣ群（61.5-69.3）の 4グループのダミー変数を作成。
入試の二次試験が小論文等で偏差値が得られない公立大学 1校は欠損値とした。

就職不安スコア 「①とても感じている／②感じている／③あまり感じていない／④全く感じていない」のスケールを逆転。

従属変数

独立変数

表 2　分析対象の概要 表 3　記述統計

性別 男性 5,015（53％）
女性 4,456（47％）

学部 文系 4,524（48％）
理系 3,751（40％）
医歯薬系 1,196（13％）

学年 １年 2,683（28％）
２年 2,285（24％）
３年 2,247（24％）
４年以上 2,256（24％）

短期留学経験 8,683（92％）
留学経験有群 788（  8％）

短期留学希望 4,673（49％）
留学希望有・予定無群 3,036（32％）
留学経験（予定）群 1,762（19％）

（％）は四捨五入値のため必ずしも合計は 100％ではない

留学経験無群

留学希望無群

最小値 最大値 平均値 標準偏差

留学経験（予定）群ダミー 0 1 0.19 0.389
留学希望群ダミー 0 1 0.51 0.500
女性ダミー 0 1 0.47 0.499
文系学部ダミー 0 1 0.48 0.500
世帯年収（100万円単位） 0.0 35.0 8.58 4.417
父職上層ノンマニュアルダミー 0 1 0.43 0.496
本人所属大学偏差値 39.8 69.3 57.45 5.542
大学ランクⅠ群（39.8-53.4） 0 1 0.26 0.441
大学ランクⅡ群（53.5-57.5） 0 1 0.24 0.427
大学ランクⅢ群（57.6-61.4） 0 1 0.25 0.432
大学ランクⅣ群（61.5-69.3） 0 1 0.25 0.432
就職不安スコア 1 4 2.98 0.829
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５．結果と考察

5.1　短期留学経験者の割合
まずは日本人の短期留学に関する基本的な事実とし
て，国内大学生のうち短期留学を経験している学生はど
のくらいの割合を占めるのかを確認したい。この点に関
して，文科省は「留学経験がある大学生はたった 3％」 
（文部科学省， 2017a）との認識を示している。この 3％と
いう数字は，平成 27 年度の短期留学者総数を国内大学に
在籍する全学年の大学生数で除して算出されている。一
般的に 4年間の大学生活において海外留学は何度も実現
できるものではないため，大学卒業年ごとに卒業段階で
の経験率が求められるべきだが，残念ながらそのような
統計調査は存在しない。しかしそれに近いデータとして，
2015 年度の新入社員に対して留学経験を尋ねた調査（産
業能率大学， 2015）の結果を参照すると，15.6％が「留学
経験がある」と回答していた（なお，この調査は大卒者
以外も対象としており，留学経験者のなかには長期留学
経験者も含まれている）。
上述をふまえて表 2をみてみると，調査段階での留学
経験者は全体の 8％，予定者まで含めた留学経験（予定）
者は 19％にも達している。予定者が実際には留学しない
（または予定していなかった学生が留学を実現する）可
能性，さらに本調査の母集団の入試偏差値が平均値より
も高い点に留意する必要はあるが，実際の大学生の短期
留学は文科省の 3％という現状認識よりも多く経験され
ている可能性が高い。

5.2　�短期留学経験（予定）と短期留学希望の形成
要因

続いて，短期留学志向の形成要因について，「留学経

験（予定）群ダミー」と「留学希望群ダミー」の 2つの
従属変数に対して各独立変数が及ぼす効果を，二項ロジ
スティック回帰分析（5）によってそれぞれ推定した。表 4
に分析結果を示す。
短期留学経験（予定）の形成要因から概観してみよう。
統制変数に関して，女性，文系学部であることが留学経
験（予定）率を有意に高めていた。出身階層要因につい
ては，世帯年収額の高さが正の効果をもつ（仮説①支持）
が，父親職業に関しては有意な影響はみられなかった（仮
説②不支持）。所属大学の効果に関して，参照カテゴリ
である大学ランクⅡ群に対してⅠ群は有意に低く，逆に
Ⅲ群・Ⅳ群は高かったことから，高偏差値大学への所属
が留学経験（予定）を高め（仮説③支持），銘柄大学（Ⅳ
群）の消極性は観察されない（仮説④不支持）。大学ラ
ンクによる明確な四層構造（Ⅰ群＜Ⅱ群＜Ⅲ群＜Ⅳ群）
が存在する。加えて，就職不安が有意に負の影響を与え
ていた（仮説⑤ a不支持，仮説⑤ b支持）。
次に短期留学希望の形成要因をみてみると，大学ラン
クが三層構造（Ⅰ群＜Ⅱ群・Ⅲ群＜Ⅳ群）である点を除
いて，短期留学経験（予定）群の結果と同様の独立変数
が有意に作用していた。なお，各独立変数のオッズ比は
留学経験（予定）群のモデルよりも低い傾向にあり，モ
デルの適合度も低くなっている。

5.3　世帯年収の効果
短期留学経験（予定）と希望の双方に対して，性別や
学部，大学ランクなどをコントロールしてもなお世帯年
収額が独自に影響していることから，大学生間において
親の経済資本量に起因する短期留学志向の格差が存在し
ていることが明らかになった。ただし係数はそこまで大
きくはなく，世帯年収が 100 万円増えた場合のオッズ比

表 4　短期留学経験（予定）・希望の形成要因（二項ロジスティック回帰分析）

係数 S.E. オッズ比 係数 S.E. オッズ比

女性ダミー .425 *** .056 1.529 .434 *** .043 1.544
文系学部ダミー .640 *** .057 1.896 .251 *** .044 1.285
世帯年収（100万円単位） .042 *** .006 1.043 .023 *** .005 1.023
父職上層ノンマニュアルダミー .067 .056 1.069 -.008 .044 .992
大学ランクⅠ群 -.421 *** .086 .656 -.429 *** .060 .651
大学ランクⅡ群（参照カテゴリ）

大学ランクⅢ群 .169 * .079 1.185 .074 .060 1.076
大学ランクⅣ群 .650 *** .076 1.915 .318 *** .061 1.375
就職不安 -.205 *** .033 .814 -.067 ** .026 .935
定数 -1.958 *** .129 .141 -.274 ** .101 .760
Nagelkerke決定係数

χ2 (df )

モデル有意確率

ケース数

***p<.001, **p<.01, *p<.05

*** ***

9,471 9,471

留学希望群留学経験（予定）群

.082 .047
493.250 (8) 336.371 (8)
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５．結果と考察
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日本人大学生の短期留学志向の形成要因

は留学経験（予定）群で 1.043 倍，留学希望群で 1.023
倍である。国内大学生が短期留学を実践するためには，
所属大学の学費に加えて通常 50 万円～ 250 万円程度の
追加コストが必要になる（6）ことを考えると，教育に対
する公的支出が少なく教育コストの負担が主に家計に委
ねられている日本特有の状況を背景として，親の経済的
基盤によって子の短期留学の実現可能性が左右されるこ
とは何ら不思議ではないだろう。
また，出身世帯の経済的要因が大学ランク要因とは独
立して短期留学の経験と意欲の双方を規定しているとい
う事実は，「教育的選抜は，生徒の個別の能力と努力よ
りもむしろ，ますます親の財産

0 0

と願望
0 0

に基づくように
なっている」と説明するペアレントクラシーの視座（ブ
ラウン， 2005）において，「教育的選抜」を「留学志向の
有無」と読み替えることで解釈できる。このような視点
は，国内の留学規定要因研究では見落とされてきた。例
えば，早稲田大学の学生の留学志向を分析した吉田他
（2017）では，短期留学を希望しない学生に対してその
理由を尋ねた項目の主成分分析の結果から，学生が留学
を希望しない主要因は経済的理由ではなく海外への抵抗
感であると結論している。しかしながら，学生の留学意
欲が成育環境における親の様々な働きかけ（例えば海外
旅行や英会話教室のような海外文化体験の提供など）や
留学への期待によって形成される側面をもつならば，海
外への抵抗感そのものも経済的要因によって規定される
可能性が高い。出身家庭の経済的要因は，子の留学費用
を支弁できるかどうかという直接的な側面に加え，経済
的な豊かさによって担保される出身家庭のライフスタイ
ルや親の願望を通じて，子の向留学的な（例えば海外へ
の抵抗感が低い）価値観を醸成するという，間接的な側
面をもあわせもつ。社会的選抜性の観点から海外留学の
機会格差を論じるならば，留学へのアスピレーションが
形成されるプロセスを射程に入れる必要があるだろう。

5.4　所属大学の効果
加えて，より高いオッズ比により短期留学志向に影響
していたのは大学ランクである。なぜ所属大学の入試難
易度が留学志向に影響するのかという点に関して，入試
偏差値が学力の代理指標であると仮定すれば，先に述べ
たように海外留学が学力を前提する活動であることが挙
げられよう。この点において，本稿の分析結果は，中等
教育段階の成績が大学進学後の短期留学志向に影響して
いたフランスとイタリア，英国の大学生のケース（Di 

Petro & Page, 2008; HEFCE, 2009）と整合的である。さ
らに，国家政策として行われる大学生対象の海外留学へ
の経済支援において，その支援対象の選抜が学生個人で
はなく大学を単位として行われる傾向（吉田， 2015）に
あり，結果として支援が偏差値の高い大学に集中してい

ることも要因として考えられる。

5.5　就職不安の効果
学生の就職不安は，短期留学希望と経験（予定）の双
方に対し，性別や学部，世帯収入，大学ランクをコント
ロールしてもなお独自に負の効果を与えていた。つまり，
就職に不安を感じている学生ほど留学を意欲せず，経験
する見込みも低いということである。就職に対する不安
感によって留学を希望しながらも実現できない背景に
は，太田（2013）が指摘するように就職活動準備や就職
活動そのものが阻害要因として存在する可能性がある。

６．結論

以上から，本稿の成果は次のとおりまとめられるだろ
う。日本国内の大学生による短期留学の経験（予定）と
希望の両方を規定する要因として，女性であること，文
系学部への所属，世帯年収の高さ，入試偏差値の高い大
学への所属が正の効果をもち，就職不安の高さは負の影
響を及ぼしていた。先行研究に対する新たな知見として，
日本人大学生の短期留学志向は出身家庭の経済力や学力
の階層的基盤を有するとともに，就職達成に対するメン
タリティーの影響も受けながら形成されていくメカニズ
ムの一端が示唆された。
本稿が明らかにした短期留学をめぐる経験や意欲の格
差をもって，直ちに社会的不平等を論じることは早計で
あろう。Van Mol & Timmerman（2014）が示したように，
短期留学格差は高等教育進学者間の格差であり，各国に
おいて高等教育進学段階での選抜性や私費負担の程度は
異なるからである。ただし，太田（2013）が主張するよ
うに学生の海外留学志向が二極化しつつあるのであれ
ば，「無理する家計」（小林， 2005）と形容される家計負
担の重さを背景に，出身家庭の経済力に規定される大学
生間の短期留学志向格差は今後さらに拡大していく可能
性がある。産学官から全方位的に海外留学が推奨される
なかで，海外留学が個人にもたらすメリットについては
これまでたくさんの関心が払われてきたが，海外留学の
経済支援が国家政策として行われる以上は，留学のメ
リットの恩恵を享受する層のみならず，留学から予め社
会経済的に遠ざけられている層の存在に関しても総合的
に把握されるべきであろう。
最後に，本稿の限界と課題について述べておきたい。
第一に，主に使用データの制約によって必要最低限の独
立変数の効果のみ検証されている点が挙げられる。世帯
年収額によって計量される経済資本は，親から子への資
本転換の最も基底的な単位である（Bourdieu, 1986）。本
稿で社会的要因の変数として用いた父親職業が留学志向
に対して有意ではなかった点に関して，いくつかの先行
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研究において有意性が確認されていた親学歴の効果につ
いても検討されることが望ましい。その他にも，例えば
家族での海外旅行経験や親自身の留学経験等の海外経験
に関する情報が得られれば，留学志向の形成過程につい
てさらに精緻な分析が可能になるだろう。第二に，本稿
の分析によって得られた知見は，国内大学生による短期
留学の実態の一部を描いたラフスケッチに過ぎない。「誰

0

が
0

留学する（しない）のか」という量的な関心は，「な
0

ぜ
0

留学する（しない）のか」という質的な問いへと深め
られる必要がある。特に，就職不安のようなメンタリ
ティー要因の作用に関しては，質的アプローチにより詳
細が明らかにされるべきであろう。それらは今後の課題
である。

注
（1） 1 年間を基準とする〈長期〉〈短期〉の区分は，日本の政府
資料でも用いられている（小林， 2017：67）。

（2） 出身階層の社会的要因として，先行研究でも有意な影響が
みられた親学歴の効果についても検討するべきであるが，本
稿の分析に用いる調査では学生生活実態調査という特性上親
学歴については尋ねられておらず，次善策として父親職業に
着目する。

（3） 例えば文部科学省による「大学等の海外留学支援制度」や
「スーパーグローバル大学事業」の採択大学の大部分を占める
のは，入試偏差値の高い大学である。

（4） 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・
データアーカイブ研究センターから「第 50 回学生の消費生活
に関する実態調査，2014」（全国大学生活協同組合連合会）の
個票データの提供を受けました。記して御礼申し上げます。

（5） 二値データの従属変数の発生確率に対する独立変数の影響
度を推定するための解析手法であり，交錯している各独立変
数の効果を統計的に区別して示すことができる。オッズ比は，
独立変数が 1増加した場合に従属変数の発生確率が相対的に
何倍になるかを表す。Nagelkerke決定係数は擬似決定係数と
いわれ，モデルの適合度を示している。なお，各独立変数の
VIF値（分散拡大要因）を検討したところ，いずれの変数も 1.04
～ 1.51 であったことから，多重共線性の問題は回避されてい
ると考えられる。

（6） 例えば，近畿大学国際学部が必修化する 1年間の米国留学
では，「150 万円～ 220 万円の留学先の授業料に加え，月 10
万円～ 15 万円の生活費が必要で，費用負担は小さくない」 
（『朝日新聞』2016 年 11 月 14 日大阪版夕刊）。また，１か月
間程度の短期海外研修の例でも，50 万円から 60 万円が必要
となる。（日本大学ウェブサイト：https://www.nihon-u.ac.jp/

international/study_abroad/shortstay_summer）
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研究において有意性が確認されていた親学歴の効果につ
いても検討されることが望ましい。その他にも，例えば
家族での海外旅行経験や親自身の留学経験等の海外経験
に関する情報が得られれば，留学志向の形成過程につい
てさらに精緻な分析が可能になるだろう。第二に，本稿
の分析によって得られた知見は，国内大学生による短期
留学の実態の一部を描いたラフスケッチに過ぎない。「誰

0

が
0

留学する（しない）のか」という量的な関心は，「な
0

ぜ
0

留学する（しない）のか」という質的な問いへと深め
られる必要がある。特に，就職不安のようなメンタリ
ティー要因の作用に関しては，質的アプローチにより詳
細が明らかにされるべきであろう。それらは今後の課題
である。

注
（1） 1 年間を基準とする〈長期〉〈短期〉の区分は，日本の政府
資料でも用いられている（小林， 2017：67）。

（2） 出身階層の社会的要因として，先行研究でも有意な影響が
みられた親学歴の効果についても検討するべきであるが，本
稿の分析に用いる調査では学生生活実態調査という特性上親
学歴については尋ねられておらず，次善策として父親職業に
着目する。

（3） 例えば文部科学省による「大学等の海外留学支援制度」や
「スーパーグローバル大学事業」の採択大学の大部分を占める
のは，入試偏差値の高い大学である。

（4） 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・
データアーカイブ研究センターから「第 50 回学生の消費生活
に関する実態調査，2014」（全国大学生活協同組合連合会）の
個票データの提供を受けました。記して御礼申し上げます。

（5） 二値データの従属変数の発生確率に対する独立変数の影響
度を推定するための解析手法であり，交錯している各独立変
数の効果を統計的に区別して示すことができる。オッズ比は，
独立変数が 1増加した場合に従属変数の発生確率が相対的に
何倍になるかを表す。Nagelkerke決定係数は擬似決定係数と
いわれ，モデルの適合度を示している。なお，各独立変数の
VIF値（分散拡大要因）を検討したところ，いずれの変数も 1.04
～ 1.51 であったことから，多重共線性の問題は回避されてい
ると考えられる。

（6） 例えば，近畿大学国際学部が必修化する 1年間の米国留学
では，「150 万円～ 220 万円の留学先の授業料に加え，月 10
万円～ 15 万円の生活費が必要で，費用負担は小さくない」 
（『朝日新聞』2016 年 11 月 14 日大阪版夕刊）。また，１か月
間程度の短期海外研修の例でも，50 万円から 60 万円が必要
となる。（日本大学ウェブサイト：https://www.nihon-u.ac.jp/

international/study_abroad/shortstay_summer）
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